
実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率

財政再生基準

財政健全化計画の策
定、総務大臣、知事
への報告が必要

財政再生計画の策定
必要、地方債の起債
制限等

健 全 化 判 断 比 率

令和元年度比率 令和２年度比率

早期健全化基準

 なし
（実質黒字

6.59%）

 なし
（実質黒字

6.55%）
15.00% 20.00%

なし
（実質黒字
15.57%）

なし
（実質黒字
16.80%）

20.00% 30.00%

8.4% 8.2% 25.0% 35.0%

80.5% 64.0% 350.0%

一般会計等が将来負担すべき実質的な
負債の標準財政規模に対する比率
（公営企業・公社を含む）

－　（%） －　（%） 20.0%

実質赤字比率

一般会計等（有線会計含む）を対象とした
実質赤字の標準財政規模に対する比率

連結実質赤字比率

全会計を対象とした実質赤字の標準財政
規模に対する比率　（公営企業を含む）

実質公債費比率

一般会計等が負担する元利償還金及び
準元利償還金の標準財政規模に対する
比率（一部事務組合等を含む）

将来負担比率

資金不足比率

公営企業ごとの資金の不足額の事業の規
模に対する比率

令和２年度 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における 

健全化判断比率等について 
 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が平成 19 年６月に公布され、

毎年度決算に基づき、健全化判断比率の４指標と公営企業ごとの「資金不足比率」

を監査委員の審査に付した上で議会に報告し、公表することとされた。  

　一般会計等

有線放送電話事業特別会計

　公営事業会計

①国民健康保険特別会計

②後期高齢者医療保険特別会計

③介護保険特別会計

　公営企業会計

①水道事業会計

②公共下水道事業会計

③農業集落排水事業会計

　一部事務組合・広域連合

①北信広域連合

②北信保健衛生施設組合

③岳南広域消防組合

　公社・第3セクター等

総合開発公社
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